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設備仕様の比較 

焼却系 発酵系 焼却系 発酵系
処理能力 t/日 150 ― （対象技術と同じ） ― 190
燃焼温度 ℃ 850℃以上 ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
①蒸気条件（圧力） MPaG 4.0 ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
　　　　　　　 （温度） ℃ 365 ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
②最大蒸発量 t/h（1炉あたり） 10.9 ― （対象技術と同じ） ― 11.5
③出口排ガス温度 ℃ 170 ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
①設備種類 （乾式、湿式） ― 乾式 ― （対象技術と同じ） ―
②形式 （縦型、横型） ― 横型 ― （対象技術と同じ） ―
③処理能力 t/日 ― 25.75t/日×2槽 ― （対象技術と同じ） ―

④槽の加温方法
（焼却排熱、ガスエンジン
コジェネ、別置ボイラ） ― 余剰ガス燃焼ボイラ ― ガスエンジンコジェネ ―

⑤メタンガス回収率 Nm3dry-CH450%/t ― 150以上 ― （対象技術と同じ） ―

⑤メタンガス回収量 Nm3dry-CH450%/日 ― 3,000以上 ― （対象技術と同じ） ―

独立過熱器 ― ― ―
①蒸気条件（圧力） MPaG 4.0 ― 4.0
　　　　　　　 （温度） ℃ 365 ― 365
①設備種類 （対象技術と同じ） ガスエンジン （対象技術と同じ）
②形式 （背圧、抽気復水） （対象技術と同じ） （対象技術と同じ）
③定格出力 kW 3,100 540 3,200
④設計排気圧 kPaG （対象技術と同じ） （対象技術と同じ）
①処理方式 （湿式、乾式） 乾式 ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
②使用薬品 （消石灰、苛性ソーダ等） 消石灰＋活性炭 ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
③設計温度 ℃ 170（入口） ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
①処理方式 （触媒、無触媒、燃焼制御） 無触媒脱硝 ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
②使用薬品 （アンモニア、尿素） 尿素水 ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
③設計温度 ℃ - ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）

有無 有 ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
有無（有の場
合℃、％）

無 ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）

プラント排水 （対象技術と同じ）
洗煙排水 - ― （対象技術と同じ） ― （対象技術と同じ）
生活排水 （対象技術と同じ）

抽気復水式
3,600

排ガス処理
（HCｌ、SOx除去）

排ガス循環

全量焼却

燃焼設備

ボイラ設備

発酵設備

有

項目
単位

（記入例）

対象技術 従来設計（試算）

-85.1

蒸気タービン

バイオガスを熱源とする独立過熱器によるボ
イラ蒸気の高温化

焼却＋ガスエンジン

【
実
証
前
提
条
件

】
設
備
条
件

下水放流 （対象技術と同じ）

再利用、下水放流 （対象技術と同じ）

排ガス処理
（NOx除去）

発電設備
蒸気条件

4.0
415

発電設備

白煙防止

排水処理
（クローズド、再利
用、下水放流、公共
用水域放流）  

 

F 市の発電量・送電量・発電効率実績値と、従来設計による試算値との比較を次図に示す。 

F 市の発電量・送電量・発電効率は、バイオガスを活用したボイラ蒸気の高温化の効果で

一定の向上が図られていることが確認された。これに対し、従来設計である焼却＋ガスエ

ンジンでは、バイオガスを利用したボイラ蒸気の独立過熱がないことにより対象技術より

もタービン発電効率が低下する一方で、ガスエンジンによる発電量増加の影響により、発

電量、送電量ともに対象技術を上回ると試算された。 

従来設計の全量焼却では、バイオガスを利用したボイラ蒸気の独立過熱がないことによ

るタービン発電効率の低下に加えて、隣接する下水処理施設、し尿処理施設からの脱水汚

泥（処理量全体の 1 割程度）の受入焼却によるごみ質の低下の影響により、発電量、送電

量ともに対象技術を大きく下回る試算となった。 
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発電電力量・送電電力量・タービン発電効率の比較 
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設備仕様の比較 

従来設計（仮定）

焼却系 発酵系
処理能力 t/日 43 ― 50
炉数 t/日×炉 43t/日×1炉 ― 25t/日×2炉
①蒸気条件（圧力） MPaG ― ― ―
　　　　　　　 （温度） ℃ ― ― ―
②最大蒸発量 t/h（1炉あたり） ― ― ―
③出口排ガス温度 ℃ ― ― ―
①設備種類 （乾式、湿式） ― 乾式 ―
②形式 （縦型、横型） ― 横型 ―
③処理能力 t/日 ― 36 ―

④槽の加温方法
（焼却排熱、ガスエンジン
コジェネ、別置ボイラ）

― ガスエンジンコジェネ ―

⑤メタンガス回収率 Nm3dry-CH450%/t ― 150以上 ―

⑤メタンガス回収量 Nm3dry-CH450%/日 ― 3000以上 ―

①設備種類 ― ガスエンジン ―
③定格出力 kW ― 191kW×2基 ―
①処理方式 （湿式、乾式） 乾式 ― （対象技術と同じ）
②使用薬品 （消石灰、苛性ソーダ等） 消石灰＋助剤 ― （対象技術と同じ）
③設計温度 ℃ 入口185℃ ― （対象技術と同じ）
①処理方式 （触媒、無触媒、燃焼制御） 無触媒脱硝＋燃焼制御 ― （対象技術と同じ）
②使用薬品 （アンモニア、尿素） 尿素 ― （対象技術と同じ）

有無 無 ― （対象技術と同じ）
有無（有の場
合℃、％）

有
（0℃×50%）

― （対象技術と同じ）

プラント排水 無放流 無放流 （対象技術と同じ）
生活排水 無放流 ― （対象技術と同じ）

（クローズド、再利用、下水放

流、公共用水域放流）

排ガス処理
（NOx除去）

排ガス循環

設
備
条
件

燃焼設備

ボイラ設備

発酵設備

発電設備

白煙防止

排水処理

項目
単位

（記入例）
焼却＋ガスエンジン

全量焼却

排ガス処理
（HCｌ、SOx除去）

対象技術

 

 

H 組合の処理量当たりのバイオガス回収量は 190m3N/t、1 日当たりでは 3,149m3N/日

（いずれも平成 26 年度実績）であり、高効率原燃料回収施設の要件を満足して運転されて

いる。また、バイオガスによる熱利用率は 413kWh/t（平成 26 年度実績）であり、メタン

ガス化施設の熱利用率条件を上回っている。 

H 組合における発電量及び送電量実績と、従来設計との比較を次図に示す。 

H 組合のような単独では発電が困難な小規模施設においても、バイオガス化設備を導入

することにより、発電及び送電量を確保することが可能となっている。熱利用についても、

対象技術ではガスエンジンからの熱回収が可能となる。 
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発電量・送電量・熱利用量の比較 

発電増強方策の導入に伴う経済性評価（従来設計との比較）を下表に示す。 

施設整備コスト及び維持管理コストは、バイオガス化設備の導入により増加となる一

方で、従来設計では得られなかった売電収入が確保できることにより、投資回収期間 12
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【トピック】研究事例紹介：ＲＤＦ施設とメタンガス発電とのコンバインド 
＜技術概要＞ 

固形燃料（RDF）事業について、生ごみ発酵熱が起因と言われている発火事故、ごみ乾燥のための化

石燃料の使用、生ごみ由来の塩素、RDF利用先不足といった普及を妨げている諸課題に対し、これらの

課題をクリア可能なシステムとして、（メタン発酵＋固形燃料製造）システムが、固形燃料（RDF）事業

の方向性の一つとなると考えられる。（下図） 

（メタン発酵＋固形燃料製造）システムは、生ごみと可燃ごみを分別収集又は機械選別し、生ごみは

メタン発酵によりガス発電をする。可燃ごみは、ガス発電の排熱等により発酵不適物とメタン発酵汚泥

を乾燥して固形燃料（RDF）又はフラフを製造し、熱利用するシステムである。固形燃料（RDF）又はフ

ラフは焼却炉による高効率発電（RDF発電）利用も可能である。 

 

（メタン発酵＋固形燃料製造）システム 

 

＜導入効果の検討＞ 

 （メタン発酵＋固形燃料製造）システムに“メタン発酵”のコンバインド効果があるかを検討する

ため、物質収支、エネルギー収支を試算した例を下図に示す。 

より多くの再生可能エネルギー回収を目指した結果、100t/日のごみから 24MWh/日の電力と 650GJに

相当する 34t/日の固形燃料（RDF）が製造できる計算となる。また 24MWh/日（310日稼働すると 7.4GWh/

年）の電力は、FIT制度（売電価格 39円/kWh）を利用すれば、約 2.8億円/年の売却益を見込むことが

可能と考えられる。 
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（メタン発酵＋固形燃料製造）システム収支（試算）※１ 

 

注）試算条件の詳細 

生ごみと可燃ごみは機械選別する。メタン発酵の方式は湿式を想定している。試算対象にしたごみ組

成は、民間施設の家庭ごみ分析例を基に、収集ごみを 100t/日に設定し、分離後の生ごみ相当物と可燃

ごみ相当物の組成を南但クリーンセンターで実施のコンバインドシステムの報告例※２のごみ分離特性

（分配率）を参考に下表に示すように設定した。ガスエンジン発電排熱 110GJ/日により、汚泥（発酵

残渣）と可燃ごみを乾燥し、固形燃料（RDF）又はフラフを製造出来る可能性もある。発酵液は循環し、

一部を排出して発酵槽の窒素濃度を 1,800mg/ℓ以下に制限することで、メタン菌のアンモニア阻害を回

避することにしている。 

 

収集家庭ごみの分離（生ごみ相当と可燃ごみ相当）※２ 

 

試算設定値  

①湿式メタン発酵 ②機械選別 ③VTS分解率：78％ ④分解 VPS当りのガス発生量：0.5Nm3/kg 

⑤発電効率：35％ ⑥排熱回収効率：85％ ⑦乾燥機効率：85％ 

 



50 

 

 

 



51 

 

RPF

26 CO2

 

 

 

350MW 42
44
4MPa,400 30  

 

2km
 

 

 



52 

 

 

 

 
 

  

 
 

 
 

3

 
 
 
 
 
 

 



53 

ACC

 

 

 
 

ACC
 

ACC
 

ACC  

 

 

 



54 

蒸発量の設定

ｽﾄｰｶ速度演算

空気量演算

ｽﾄｰｶ速度制御

空気量制御

補正演算

補正演算

 

ストーカ式焼却炉における自動燃焼制御の例 

 

なお、送電電力量は、発電電力量だけではなく所内消費電力量も影響している。 

以下は、所内消費電力量の特性に着目し、所内消費電力量計画値の精度向上を検討した

事例である。 

 

＜検討事例＞所内消費電力量の予測精度向上 

所内消費電力量について、計測可能な範囲の設備毎に区分して把握し、その特徴に応

じた予測ロジックを設定することにより、計画値の精度向上を図る。実際の運用におい

ては、下図のように PPS事業者と連携して電力量の分析・予測を行うことで、予測の高

度化を図ることが考えられる。 

PPS事業者とごみ発電施設とは、リアルタイムでの電力量データのやり取りと併せて、

日常的なコミュニケーションを取ることにより、稼働計画の変更や突発的な停止などの

情報を共有し、インバランスリスクを回避することが可能となる。 

 

I 市施設において過去の所内消費電力量実績を分析した結果、下表のような予測ロジッ

クを組むことで、インバランスリスクを低減することを検証した。 

 

ごみ発電施設 
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所内消費電力量の予測ロジック（例） 

需要項目 予測ロジック 

プラント動力 運転炉数によって予測手法を変更。全停止時および 1 炉運転時は過去
データの統計処理、2 炉運転時は投入熱量を活用した回帰式にて予
測。 

建築動力 運転炉数及び補修工事等との相関を利用し予測。 

建築照明 変動も小さく比較的安定しているため、直近数サンプルの平均から予
測。 

保安用動力 運転炉数との相関があり→運炉計画からの予測 

灰溶融炉 稼働または停止で予測。（現場とのコミュニケーションにより可能な限り正
確・on time で共有） 

資源化工場 時間帯、曜日に見られる規則性を活用し予測。 

 

所内消費電力量の予測は、設備ごとの電力量データを給電管理システムに集約し、上

表に基づくロジックで統計処理をして予測を行い、これをもとに 30 分単位での送電電力

量の計画値を作成する。計画値の作成は、前日に翌日 24 時間の計画を作成することとし、

当日、何らかの変更情報があった場合は、適宜当日の見直し（1 時間前）を行う。 

I 市施設において所内消費電力量の予測精度向上を図った場合のインバランス削減効

果は、下表のとおり試算された。 

所内消費電力量の予測精度向上によるインバランス削減効果（試算例） 

(kWh/年) 

比較項目 従来法注１） 予測高度化注２） 

インバランス絶対値計 1,606,975 1,117,436 

  予測精度の向上 (改善量） - 489,539 

  予測精度の向上 (改善率） - 30% 

(千円/年) 

  インバランス改善効果 - 4,900 

注１）従来から行われていた各設備の消費電力、稼働計画等からに予測する手法の場合 

注２）各設備の予測ロジックに基づき予測を行う場合 

＜試算条件＞ 

・実施設の運営実績および電力需要実績を活用した。 

・インバランスの清算は、施設の電力供給先の需要規模の±3％を変動枠とする実同時同量ルールに準じた。 

（平成 28 年 4月から計画値同時同量制度に移行するが、評価時点では計画値同時同量でのインバランス清算

単価の設定が困難であることから実同時同量ルールに準じた評価とした。） 

（以上、平成 27 年度廃棄物発電のネットワーク化に関する実現可能性調査委託業務報告書より） 

 

 

導入にあ

たっての

留意点 

・個々の施設において所内消費量の変動特性には相違があると考えられるため、予測ロジ

ックの設定にあたっては、個々の施設の実績を十分分析したうえで設定する必要がある。 

・個々の施設の詳細な電力量データは、施設稼働のノウハウ等を含むことから、データの

共有先、取り扱い可能な範囲については、個々の施設において十分検討する必要がある。 
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